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研究成果の概要： 

地域社会レベルでの環境ガバナンス形成において環境ＮＰＯの果たす役割と課題を明らかに

することを目的とし，滋賀県守山市のＮＰＯ法人「びわこ豊穣の郷」を対象として，参与観察，

会員アンケート、コアメンバーインタビュー調査を実施した。(1)「びわこ豊穣の郷」は、1999

年調査と比較して、会員の構成を多様化させており、(2) 居住歴や社会関係資本の多様化に対

応して、「活動の志向性」や「財源確保」に関する会員の意識が多様化しており、「自立／連携」

「ボランティア性／事業性」をめぐるジレンマの解決が課題となっており、(3)コアメンバーは、

地域社会の他主体との連携をめぐり、多様かつ重層的に課題を認識していることを示し、他事

例と比較を通じて一般化を図った。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
平成１９年度 900,000 270,000 1,170,000 

平成２０年度 500,000 150,000 650,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 1,400,000 420,000 1,820,000 

 
 
研究分野：社会学 
科研費の分科・細目：社会学 
キーワード：環境社会学、水環境保全、住民参加、環境 NPO、環境ガバナンス、ＮＰＯマネ

ジメント、琵琶湖 
 
１．研究開始当初の背景 
水質・生態系の保全が課題となっている琵

琶湖流域を取り上げ、環境ＮＰＯを起点とす
る多主体連携による水環境保全とローカル
ガバナンスの可能性と課題を明らかにしよ
うとするものである。 

「ガバナンス」とは、「上からの統治と下
からの自治」を統合する概念であり、共有さ
れた目的に向けて、市民・企業・専門家・自

治体・政府など、多元的で多様な主体(ステー
クホールダー)が、互いに尊重し合い、かつ、
互いの活動を促進し合っている状態といえ
る。冷戦終結後の国際社会において、「国家
の役割の縮小」ないし「国家の退場」が進行
し、不確実性の高まった現代社会における新
たな秩序の形成が模索されている。そのなか
で、キーワードとして浮上してきた概念が
「ガバナンス」である。「ガバメント」が含



意する「支配／被支配」の枠組みとヒエラル
キー的な構造の先に、地球環境問題などの人
類共通の課題解決を担うことのできる新た
なしくみが模索されている。その意味におい
て、「ガバメント（統治）からガバナンス（協
治）へ」という移行が進行しつつある。 
「ガバナンス」をめぐる議論は、グローバ

ルなレベルを中心として進められており、ロ
ーカルなレベルでの議論は立ち後れている
が、実際には、「ガバメントからガバナンス
へ」という移行は、ローカルなレベルでも着
実に進行している。世界各国で「民営化」「分
権化」が推進され、ローカルなレベルでも、
国家・政府・行政の役割の縮小にともなう社
会制度の再構築が進行している。国レベルの
政府から地方自治体へ、「官」から民間主体
（ＮＰＯやコミュニティなど）へ権限委譲が
進められ、多元的で多様な主体による相互尊
重的・水平的な関係性に基づく問題解決と秩
序形成がローカルなレベルでも模索されて
いる。 
「移行」に伴う混乱も生じている。現状で

は、地方自治体は、より上位の政府（都道府
県にとって国、市町村にとって都道府県）に
対して権限・財源の委譲を要求している一方、
ＮＰＯを含めた民間主体に対する権限・財源
委譲には消極的である。地方自治体が参加型
の環境政策を模索している一方、地域社会の
現場では、地域環境管理において大きな役割
を果たしてきた伝統的主体である自治会・町
内会や農業関連団体などが弱体化しており、
地域の環境保全に危機感を持った地域住民
が立ち上がりつつある。その担い手を、本研
究では「地域環境ＮＰＯ」として対象化して
いる。 
自治会・町内会などの伝統的な地域単位で

は「解決」が困難な課題に対して、新たな主
体の創出が求められている。その一つの可能
性が、「びわこ豊穣の郷」を例とする「地域
環境ＮＰＯ」である。それは、一般的な環境
ＮＰＯとは異なり、コミュニティ基盤型のＮ
ＰＯである。身近な地域の環境の「管理」「保
全」「質の向上」に取り組み、地域内の多く
の住民や団体などに働きかけ、持続的に活動
に巻き込んでいかなければならない。環境と
いう分野に限定されているとはいえ「包括
性」を特徴とし、多様な住民の参加に基づく
息の長い活動を期待されている。 
 
２．研究の目的 

滋賀県守山市のＮＰＯ法人「びわこ豊穣の
郷」をインテンシブに調査することによって、
地域社会レベルでの環境ガバナンス形成に
おいて環境ＮＰＯの果たす役割と課題につ
いて明らかにすることを目的とした。第 1 の
研究課題は、「地域環境ＮＰＯのマネジメン
ト」であり、第 2 の研究課題は、「多主体連

携」とそれを通じた「環境ガバナンス形成」
である。 

第 1 に、「ＮＰＯとしての自立」において
「地域環境ＮＰＯ」はどのような特性を持ち、
どのような課題を抱えているのかを明らか
にする。「地域環境ＮＰＯ」は、身近な地域
の環境の「管理」「保全」「質の向上」に取り
組む。具体的な現場を持ち、目に見える成果
を上げうる。同じように地域で活動したとし
ても、例えば地球温暖化問題に取り組むＮＰ
Ｏが、その活動の成果を実感しにくいのに対
して、成果が具体的にあらわれやすい。一方、
地域レベルでの「環境」問題であるので、参
加者が地域内に限られる一方、可能な限り多
くの住民や団体などに働きかけ、持続的に活
動に巻き込んでいかなければならず、自治
会・町内会などと同様に「包括性」を特徴と
する。多様な住民の参加に基づく息の長い活
動を期待されている。このような特性を持つ
「地域環境ＮＰＯ」のマネジメントをめぐる
「活動の志向性の多様性・包括性とその調
整」「財源確保」にアプローチする。 
第 2 に、「多主体連携」とそれを通じた「環

境ガバナンス形成」のプロセスを明らかにす
る。「多主体連携活動」の実例が、「びわこ豊
穣の郷」によって 2004 年から開催されてい
る「守山ほたるパーク＆ウォーク」である。
ホタル鑑賞に訪れる観光客の迷惑駐車対策
として始まった事業であり、無料の駐車場を
確保し、期間中 3 万人の観光客を徒歩または
バスで、地域に導き入れることで、地域の経
済的主体である商店街や商工会を巻き込み、
同時に、ホタルを対象とすることによって地
域にとってのシンボル的な行事となってい
る。環境ＮＰＯの事業が、経済的主体の参加
を取り込み、また、地域にとってのシンボル
性をもった恒例の行事になることによって、
環境ＮＰＯの地域での認知度の向上につな
がるとともに、行政からのＮＰＯ支援の根拠
ともなっている。 

ＮＰＯ単独での活動は環境ガバナンス形
成としては不十分である。その意味で、地域
内の他の主体との関係形成が課題である。地
域内の他主体とは、「自治会・町内会」「地方
自治体」「経済的主体」である。「自治会・町
内会との連携」、「行政との相互関係」、商店
街などの「経済的主体」を含めた多主体連携
を検討した。さらに、多主体連携について「他
地域の事例」の検討を試みた。 

 
３．研究の方法 
  文献レビュー、参与観察、研究会開催（2007
年度に 5 回、2008 年度に 8 回の研究会開催）
とともに、会員意識調査とコアメンバーイン
タビュー調査を実施し、量的・質的アプロー
チによる多面的な調査を実施した。また、調
査結果は対象となるＮＰＯに還元に努めた。 



  
(1)会員意識調査 

2007 年 8 月～9 月にかけてＮＰＯ法人「び
わこ豊穣の郷」の個人会員を対象とする郵送
によるアンケート調査を実施した。「びわこ
豊穣の郷」のこれまでの活動への評価、琵琶
湖・赤野井湾流域の今後の水環境保全のあり
方について質問した。配布数 363、回答数は
228、回収率は 62.8％であった。調査票送付
前に協力依頼葉書 1 回、調査票送付後に督促
葉書 1 回を郵送した。 
 
(2)コアメンバーインタビュー 

2007 年 10 月から 12 月にかけて、「びわこ
豊穣の郷」のコアメンバーを対象とするイン
タビュー調査を実施した。事務局を含め理
事・運営委員を中心に 22 名の協力を得られ
た。「びわこ豊穣の郷」を中心となって支え
ているメンバーから、率直な意見を聞き取る
ことができた。 
  
(3)研究成果の社会的還元 
 会員意識調査、および、コアメンバー調査
の結果を「びわこ豊穣の郷」に提出した。ま
た、2008 年 5 月には研究会としての提案を
作成、提出した。2008 年 11 月には、「豊穣
のこれから」をテーマとするワークショップ
が開催され、研究会メンバーが調査結果を報
告する機会を得た。 
 
４．研究成果 

会員アンケート調査とコアメンバー胤単
ビューの内容の分析を進め、一般会員とリー
ダー層において、社会的属性、参加動機など
の基本的項目に加え、ＮＰＯの運営方針等に
関する会員の意見の布置連関について多く
の知見を得た。2008 年９月には、環境経済・
政策学会（大阪大学）において、共同報告を
行うとともに、2009 年３月には、研究分担
者、研究協力者の分担執筆により「研究成果
報告書」をまとめた。 

 
(1)調査対象の概要 
「びわこ豊穣の郷」は、琵琶湖と琵琶湖に

流れ込む「里川」の水環境の保全に取り組ん
でおり、このような身近な地域の環境の「管
理」「保全」に取り組むＮＰＯを、「地域環境
ＮＰＯ」と位置づける。「地域環境ＮＰＯ」
は、多様な住民の参加に基づく「コミュニテ
ィ基盤型」であり、ＮＰＯとして「自立」し
て活動することだけではなく、行政、自治
会・町内会、企業などの地域社会の多様な主
体に働きかけ「連携」して活動を進めること
が求められる。 

ＮＰＯ法人「びわこ豊穣の郷」は、1996
年に「豊穣の郷赤野井湾流域協議会」として
発足し、2004 年にＮＰＯ法人格を取得した、

「ゲンジボタルが乱舞する故郷の再現」「琵
琶湖とシジミに親しむ故郷の再現」を目標と
する環境ボランティア団体である。  
「豊穣の郷赤野井湾流域協議会」の設立の

背景には、1972 年に開始され 1997 年に終結
することになっていた「琵琶湖総合開発事
業」の終結後の琵琶湖保全をめぐる滋賀県の
取り組みがあった。当時の滋賀県は、後に「マ
ザーレイク 21 計画―琵琶湖総合保全整備計
画―」（2000 年策定）としてまとめられる「琵
琶湖の総合保全計画」の検討過程にあり、「県
民参画」を大きなテーマとしていた。琵琶湖
を保全していくための主眼を、従来の「集水
域全体の流域管理」（汚濁負荷削減対策）か
ら、湖に流入する主要河川の流域ごとの「流
域管理」へのシフトを大きな特徴とし、各流
域の地域住民や事業者による主体的な取り
組みが重視されることになった。 
「豊穣の郷赤野井湾流域協議会」は、1996

年に県内初めての「流域協議会」として設立
されたものである。赤野井湾流域を活動範囲
とする流域協議会であり、守山市だけではな
く、周辺市町村を含んだ赤野井湾「流域」を
単位とする環境ボランティア団体として設
立されたものである。当時の滋賀県エコライ
フ推進室が、その設立に強く関わっていた。
その後、滋賀県によって 13 の流域協議会が
設立され、2004 年 2 月には、流域協議会の
全県民的ネットワーク組織である「琵琶湖流
域ネットワーク委員会」が発足している。「豊
穣の郷赤野井湾流域協議会」およびその後の
「びわこ豊穣の郷」は、湖南流域環境保全協
議会の構成団体の 1 つである。参加呼びかけ
は、自治会・町内会を含め、各種の地域団体
（婦人団体や労働組合など）に対してなされ、
実質的に「地域リーダー」を網羅した「官製
団体」を出発点とする。設立に行政が関わり、
当初は、行政からの支援を前提として、組織
が設立された。その後、2004 年 9 月に特定
非営利活動法人化を認証され、10 月に名称変
更し、「特定非営利活動法人びわこ豊穣の郷」
を設立された。 

2004 年度から「守山ほたるパーク＆ウォ
ーク事業」を実施し、期間中に３万人を超え
る人びとがホタル鑑賞に訪れ、地元商店街と
の「連携」が実現している。2005 年度から
の環境省「いきづく湖沼ふれあいモデル事
業」の委託により、自治会・町内会との「連
携」に着手した。2006 年度からは、守山市
立「ほたるの森資料館」の指定管理者となり、
行政との「連携」が進んでいる。 
「びわこ豊穣の郷」の 2008 年現在の会員

数は 436 であり、そのうち個人会員 331 人、
自治会 69、企業・団体 36 団体となっている。
この規模の組織を維持・運営するための組織
体制の整備、財源の確保が必要となる。 

「総会」は、会員全員の参加により、年に



1 回（例年 5 月）開催され、役員改選、前年
度の活動報告、年間事業計画、予算・決算の
承認などが議題とされる。実際の組織運営は、
月に 1 度開催される「理事会・運営委員会」
および「調査改善活動部会」と「啓発広報活
動部会」という 2 つの部会によって担われて
いる。「調査改善活動部会」には、活動内容
ごとに「委員会」が設けられ、多くの年間行
事が委員会形式で実施されている。「啓発広
報活動部会」は、会誌『豊穣の郷だより』の
編集・発行、ホームページによる情報発信を
担当している。 

最もフォーマルな意思決定は総会におい
てなされる。各年度の行事は正式には、5 月
頃に開催された総会によって承認され、実施
されていく。しかし、実際には、年度途中で
の新たな委託事業に取り組まなければなら
ない場合などもあり、また、新たなアイデア
での新規の活動が提案される場合もある。こ
れらは「部会」や「委員会」において議論さ
れ、理事と事務局（理事長、副理事長、事務
局長）が中心となって調整が行われ、実行に
移されていく。 

財源については、組織の変遷、特に 2004
年のＮＰＯ法人をめぐって、2 つの変化があ
った。第 1 に、補助金から委託金への変化で
ある。1996 年の設立当初において、滋賀県
から 5 年の期限付きでの「補助金」のかたち
で支援を受けることになっていた。組織の立
ち上げ期の支援をおこなうが、その後は財政
的にも自立することが期待されていた。 
「補助金」の打ち切り後に、「豊穣の郷赤

野井湾流域協議会」は、およそ 2 年半の議論
を経て、ＮＰＯ法人化を決断した。使用目的
を限定されない「補助金」のかたちでの支援
が打ち切られた後は、財源確保のためには、
特定の事業の実施を目的とするかたちの事
業委託を受け、「委託金」を主要な財源とす
る必要があった。行政などからの委託事業を
積極的に受けるためには、ＮＰＯ法人化は避
けられないプロセスであった。 

第 2 に、活動費・財源の規模の大幅な増大
である。これは、主に「委託費」によるもの
である。ＮＰＯ法人化により、委託事業を受
ける体制が整ったことが背景にある。 

委託事業には、単発的なものと、安定的な
性格のものがある。2005～2007 年度の環境
省「いきづく湖沼ふれあいモデル事業」、ま
た、2007 年度の国土交通省「都市再生モデ
ル調査」などは単発的である。一方、2006
年度からの「守山市立ほたるの森資料館」の
施設管理者としての委託費は、比較的安定的
な性格を持つ。 
事務所の賃貸料を含めた恒常的な支出を

会費と安定的な委託金によって賄っていく
かが大きな課題となっている。繰越金を含め
て 2000 万円程度というのが現在の「びわこ

豊穣の郷」の活動費の状況である。 
 

(2)ＮＰＯマネジメント 
報告書の構成にしたがって、調査結果の概

要を紹介する。「地域環境ＮＰＯ」と「ロー
カルガバナンス形成」をめぐる問題に対し、
「ＮＰＯマネジメント」(第Ⅰ部)と「多主体
連携」(第Ⅱ部)という２つの視角からアプロ
ーチした。 
第Ⅰ部では、「地域環境ＮＰＯのマネジメ

ント」をめぐって、まず、会員の「活動の志
向性」の多様性を会員意識調査によって解明
した。会員がどのような活動を重視している
か、「居住歴」(第 1 章)、「社会関係資本」(第
2 章)が、会員の「活動の志向性」にどのよう
に影響を与えているかを明らかにした。会員
の多様な「活動の志向性」をめぐるジレンマ
のミッションの共有化に基づく調整が、ＮＰ
Ｏ経営にとって重要な課題となることを示
した（第３章）。 
第４～５章では、財源確保に関する意見の

布置連関の解明に取り組んだ。第４章では、
一般会員の財源確保についての意識を規定
する要因を多変量解析によって明らかにし、
第５章では、コアメンバーインタビューの財
源確保についての意識の質的分析を試みた。 
 
(3)ローカルガバナンスの形成 
第Ⅱ部は、地域社会における「多主体連携」

を通じた「ローカルガバナンス形成」をテー
マとした。 

第１～２章では、「びわこ豊穣の郷」と「自
治会・町内会」との連携についてとりあげた。
第１章では、会員意識調査とコアメンバーイ
ンタビューから「自治会・町内会」との連携
についての意識を明らかにし、第２章では、
環境省からの委託事業を契機とする「自治
会・町内会」との連携の 3 年間の取り組みを
フィールドワークから明らかにした。 

第３章では、「地域環境ＮＰＯ」と「行政」
との相互関係について、「対抗／補完／相補」
を枠組みとして、コアメンバーインタビュー
を考察する。第４章では、「びわこ豊穣の郷」
が行政からの委託を受け、商店街などの「経
済主体」と連携して実施している「ほたるパ
ーク＆ウォーク事業」について取り上げ、そ
の経済効果調査の結果をまとめる。第５章で
は、多主体連携により地域環境の保全に取り
組んでいる他地域の事例を紹介し、比較と一
般化に取り組んだ。 

環境ＮＰＯを中心とするローカルガバナ
ンス形成にアプローチするにあたって理論
的整理を行う。ローカルガバナンス形成には
（Ａ）ＮＰＯの自立、（Ｂ）行政からの財源・
権限の委譲、（Ｃ）多主体連携活動の展開と
いう３つのフェーズが区別された。 

ＡとＢは、一般的に「パートナーシップの



構築」とされるプロセスである。ＮＰＯが自
立して活動を展開する条件は、行政からの財
源・権限委譲にある。しかし、実際には自立
していないＮＰＯに対して行政は財源・権限
委譲を行うことができない。2 つのフェーズ
は、相互制約的な条件下に置かれている。現
実の行政とＮＰＯの二者関係は、この条件を
超えることができておらず、行政からの委託
事業によってＮＰＯの「下請け化」にとどま
りがちである。この条件を超え、ガバナンス
形成の重要な構成契機となるのが、Ｃ「多主
体連携活動の展開」である。 

理論的・分析的には区分できるが、「組織
マネジメント」をめぐる問題と「多主体連携」
をめぐる問題は、実際には密接にリンクして
いる。外部の主体との連携においてどのよう
な活動に重点を置くかは、内部の意思形成、
すなわち「ＮＰＯマネジメント」の問題であ
る。「財源確保」の問題もまた、内部と外部
をつなぐ典型的な問題である。経営資源の確
保という内部の問題であると同時に、どこか
ら財源を得るかということは外部との関係
形成の問題である。ボランティアは、基本的
に「労働力」をＮＰＯに対して出資している
といえる。しかし、特にＮＰＯ法人化後に、
ＮＰＯが直面するのが、事務局活動を維持す
るために必要な財源の確保である。財源確保
のために行政からの委託事業を受けること
は、本来のミッションを果たす活動にとって
負担ともなる。 

「行政からの権限・財源委譲」はローカル
ガバナンス形成にとって基盤となるフェー
ズである。行政側には従来の方式から踏み出
して、ＮＰＯなど民間主体への権限や財源の
委譲に対して、かなりの抵抗感・不安感が存
在している推測される。それらの抵抗感・不
安感を解消するためにもＮＰＯの側が自立
したマネジメントを行うことが必要であり、
また、ＮＰＯ単独ではなく、多様で多元的な
主体と連携した「多主体連携」型の活動を行
うことが必要である。本研究により、この 2
つのフェーズの充実を図ることの重要性と
現時点での課題が示された。地域環境ＮＰＯ
のマネジメントと多様な主体の連携にとも
なう課題の構造を前提としたうえで、環境ガ
バナンス形成の基盤づくり、そのための制度
構築が求められている。 
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